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1. 本ガイドラインの趣旨 

 

まちなか活性化助成プログラム（以下、「本プログラム」）は、本山町からの委託を受けて、

高知大学次世代地域創造センターが、助成プログラムの開発及び運営を行っています。 

 

本プログラムで使用される助成金の支出は、高知大学の会計ルールに沿って積算及び執

行される必要があり、精算時には領収書等の証拠書類の提出が必要となります。 

本ガイドライン冊子は、助成申請される個人や団体が助成申請に必要な収支予算書の作

成にあたっての留意すべき事項をガイドラインとしてまとめたものです。 

助成申請される皆様におかれましては、本プログラムの募集要綱と併せて、本ガイドライ

ンに記載された事項に留意し必要な申請書を作成いただけますようお願いします。 

 

 

2. 助成金の対象経費について 

 

(1) 対象となる経費 

 

１．助成対象となる経費は直接事業費 

助成対象となる経費は、事業を実施するために直接的に必要となる費用（直接事業費）

となります。 

   

（支出費目の例） 

謝金、旅費、会議費、通信運搬費、印刷製本費、備品購入費等 

 

支出費目は、４ページの対象経費一覧をご参照ください。 

 

 

 事業期間内に発生したものが対象です。なお、請求書扱いなどで支払が事業期間後にな

ってしまうものについては、事業期間内に発生したとわかるものであれば結構です。 

 本学学生との連携にかかる諸経費も対象です。 

 

(2) 対象とならない経費 

 

以下の経費は助成対象となりません。 

 

・賃金扱いとなる団体等スタッフへの人件費（ただし、9ページに記載された謝金使用に

該当しない限り助成対象とします。） 

・酒・タバコ代 

・会議・ワークショップや懇親会等での飲食代。 

・パソコンやデジカメなど汎用性の高い機器・備品の購入。 

・団体及び団体役員が所有する場所や設備、物品などへの賃貸料。 

・団体役員が代表である企業へ委託・発注費用。 

 

(3) 各支出費目の積算にあたっての留意事項 

 

1. 謝金 

講師や専門家の謝礼等、講師等を呼ぶにあたって生ずる費用。 
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① 謝金の積算方法 

8 ページの「令和７年度謝金の支給単価（上限）について」に記載されている謝金単

価を用いて積算してください。 

 

＜積算記載例＞ 

支出費目：謝金 

研修講師謝金：20,000 円 （1人 x ＠10,000 円 ｘ 2 時間） 

 

 

② 事業推進スタッフへの報酬について 

   申請事業を推進するスタッフ従事者への作業報酬は、謝金区分のうち、補助業務で

「事務作業」や「調査補助」といった謝金を使用することができます。 

 

ただし、9 ページの「謝金の取り扱いについて」に該当する場合は、謝金ではなく賃

金扱いになるので注意が必要とのことです。（賃金扱いになるような謝金支給はでき

ません。） 

 

＜積算記載例＞ 

支出費目：謝金 

事務補助：54,600 円 （2 人 x ＠ \1,365 円 ｘ 20 時間） 

 

 

2. 旅費 

スタッフ、講師や専門家等に関わる実費交通費及び宿泊費。 

 

① 交通費の積算方法 

交通費は、実費交通費を積算してください。 

 

＜積算記載例＞ 

支出科目：旅費 

高知―大阪往復：100,000 円 （50,000 円 x 2 人） 

 

 

※海外渡航が発生する場合は、事前に助成事務局までご相談ください。 

 

② 宿泊代の積算方法 

宿泊代は、10 ページの宿泊費基準額を上限（実際に宿泊した代金が、宿泊基準額を

下回った場合は、領収書等に記載された金額（実費）にて精算されます。）として積

算してください。 

    

 基準額表にある区分は、渡航先を示しています。 

 該当する基準額区分は基準表右欄の「学外者」の基準額を使用してください。 

 

＜積算記載例＞ 

支出科目：旅費 

宿泊代（大阪）：26,000 円 （13,000 円 x 1 泊 x 2 人） 

 

※県外からの外部講師の宿泊の場合 

支出科目：旅費 

宿泊代（高知）：11,000 円 （11,000 円 x 1 泊 x 1 人） 
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3. 備品費 

  活動を実施する上で最低限必要な備品、機材などの購入費用（10 万円以上のもの）。 

 

１点 10 万円以上のものを計上してください。 

  ただし、パソコンやデジカメなど汎用性の高い機器・備品の購入は助成対象外です。 

 

＜積算記載例＞ 

支出科目：備品費 

楽器（品名）：110,000 円（＠120,000 円 ｘ 1 台） 

 

 

 

4. 消耗品費 

  活動を実施する上で最低限必要な消耗品購入にかかる費用。 

 

＜積算記載例＞ 

支出科目：消耗品費 

文具品：20,000 円（＠20,000 円 ｘ 1 式） 

 

 

 

5. 印刷製本費 

  活動内容や成果を、広く社会や関係団体・機関等と共有するための、「事業報告書」作成

費用。事業の趣旨や性格に応じ、活動・団体紹介をしたポスター、チラシ、冊子の作成

も含みます。 

 

＜積算記載例＞ 

支出科目：印刷製本費 

案内チラシ印刷：100,000 円（＠100,000 円 ｘ 1式（2P、1,000 部） 

 

 

6. 会場建物等借上料 

  対象事業に必要な会場や建物の借り上げ料（会場使用料）にかかる費用。 

  会場で使用される機材等が会場使用料に計上される場合も含みます。 

 

＜積算記載例＞ 

支出科目：会場建物等借上料 

イベント会場使用料：100,000 円（＠100,000 円 ｘ 1 日） 

 

 

 

7. タクシー・バス等借上料 

  対象事業を進める上で必要となるタクシーやバスの借上げ料にかかる費用。 

 

＜積算記載例＞ 

支出科目：タクシー・バス等借上料 

バス借り上げ料：50,000 円（＠50,000 円 ｘ 1 台） 
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8. 通信運搬費 

  対象事業を進める上で必要となる電話代、インターネット利用料、郵送料、宅配便など

にかかる費用。 

   

＜積算記載例＞ 

支出科目：通信運搬費 

携帯電話代：7,000 円（3,500 円×2か月） 

 

 

 

9. 委託費 

  対象事業を進める上での調査、事業などの一部を外部に委託する際のかかる費用。 

  

  ただし、委託費の割合は直接事業費総額の 50％を超えることはできません。 

 

＜積算記載例＞ 

支出科目：委託費 

事前調査事業：80,000 円（80,000 円×一式） 

 

 

 

10. 保険料 

  対象事業に従事するボランティア保険などにかかる費用。 

  

  ＜連携する高知大生に対する保険について＞ 

  本学学生と連携する事業企画において、高知大学えんむすび隊が参加する場合は、参加

学生のボランティア保険は本学側で対応しますので、予算計上の必要はありません。 

 

＜積算記載例＞ 

支出科目：保険料 

ボランティア活動保険：3,500 円（350 円×10 人） 

 

 

 

11. その他 

上記すべてに該当しないと考えられる費用場合、支出内容を記載し、単価×数量で積算

してください。 
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【助成対象費目一覧】 

費  目（例） 内   容 

謝 金 講師や専門家の謝礼等、講師等を呼ぶにあたって生ずる一切の費用。 

※団体スタッフの経常的な人件費は対象としません。 

 

旅 費 スタッフ、講師や専門家等に関わる実費交通費及び宿泊費。スタッフ交

通費、参加者交通費、宿泊費など。 

 

備 品 費 

 

活動を実施する上で最低限必要な備品、機材など（10 万円以上のもの）。 

 

消 耗 品 費 活動を実施する上で最低限必要な消耗品。 

 

印 刷 製 本 費 活動内容や成果を、広く社会や関係団体・機関等と共有するための、「事

業報告書」作成費用。 

事業の趣旨や性格に応じ、活動・団体紹介をしたポスター、チラシ、冊

子の作成も含みます。 

会場建物等借上料 対象事業に必要な会場等の借り上げ料等 

 

タクシー・バス等借

上料 

対象事業を進める上で必要となるタクシーやバスの借上げ料。 

そ の 他 借 料 上記借上料に該当しない借り上げ料。 

 

通 信 運 搬 費 電話・インターネット・郵送料、宅配便など。 

 

委   託     費 調査、事業などの一部を外部に委託する際の経費 

 

保 険 料 対象事業に従事するボランティア保険など 

 

そ   の     他 上記すべてに該当しないと思われる経費 
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宿泊費基準額（国内） 
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3.本プログラムへの申請のご相談・お問い合わせ先 

 

【助成プログラム事務局】（業務委託先） 

 

＜事前相談、事業内容に関すること＞ 

高知大学次世代地域創造センター 

地域コーディネーター 梶 英樹 

TEL:090-6881-4262 

Emai：kaji@kochi-u.ac.jp 

〒781-3601 高知県長岡郡本山町本山 946-6  

高知大学サテライトオフィス（嶺北地域） 

 

＜会計・助成手続きに関すること＞ 

高知大学次世代地域創造センター  

地域連携課地方創生推進室 

〒780-8073 高知市朝倉本町二丁目 17番 47 号 

TEL：088-844-8293 

E-mail： kt10@kochi-u.ac.jp 

 

 


